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令和２年度施策評価シート　（評価対象年度　令和元年度）

施策名 【12】行財政の健全な運営 評価番号 5-4-12

基本計画
基本方針 【５】みんなが主役でともに進むまちづくり

基本施策 【４】効果的・効率的な行財政運営の推進

　担当課（係） 総務課 秘書広聴係 企画課 情報統計係

　担当課（係） 財政課 財政係 財政課 管財係

施策の方向

○ＩＣＴを活用し，行政事務の簡素化・効率化を推進するとともに，確実な情報セ
キュリティの強化を図り，町民に信頼される電子自治体の実現に努めます。
○町税などの収納率の向上により，財源の確保に努めるとともに，経費の更なる削
減に努めます。
○広報誌への広告や町公式ホームページへのバナー広告を掲載し，安定的な収入の
確保に努めるとともに，掲載社数の増加を目指します。

主な取組 ①財源の安定的な確保

取組内容

　町公式ホームページや広報とねへ有料広告を掲載する。
　また，滞納者に対しては督促状や催告書の送付や，休日の納税相談，滞納処分を
行う。

　担当課（係） 税務課 収納係 住民課 窓口係

　担当課（係） 住民課 記録係

構成事業

事業名 評価 事業名

２ ５

３ ６

評価

１ ４

評価

１ 財政事務費 改善 ４

主な取組 ②財政運営の効率化

取組内容

　前年度決算に基づいて，統一的な基準による財務書類の作成を行う。また，資産
の移動に伴う固定資産台帳の修正・更新を行う。

構成事業

事業名 評価 事業名

３ ６

２ ５



●事業費　～ＤＯ②～

評価

１ 戸籍事務費 現状維持 ４

主な取組 ③行政事務の効率的な運営

取組内容

　住民基本台帳ネットワークシステムの運用を行う。
　個人番号カードを利用して，コンビニで住民票の写しや印鑑証明書を取得するこ
とにより，住民の利便性の向上を図る。
　戸籍受付帳の磁気ディスク化による適正な運用管理を図る。

構成事業

事業名 評価 事業名

３ ６

２ 住民登録費 現状維持 ５

評価

１ 電子自治体推進事業 現状維持 ４

主な取組 ④行政の電子化の推進

取組内容

　自治体情報システム強靭性向上モデルに沿った情報セキュリティの強化対策とし
て，インターネット分離や自治体情報セキュリティクラウドを導入し，安定的な運
用を図る。

構成事業

事業名 評価 事業名

３ ６

２ ５

評価

１ 町有財産管理 改善 ４

主な取組 ⑤町有地の有効活用

取組内容

　公益社団法人茨城県宅地建物取引業協会と町有地売却の斡旋に関する協定を締結
し，未利用町有地売却の推進を図る。

構成事業

事業名 評価 事業名

３ ６

２ ５

円 3,013,532 円

県支出金 円 円 円

国支出金 824,000 円 369,000

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

円

一般財源 58,814,183 円 64,561,276 円 59,864,127 円

その他 5,688,700 円 5,617,800 円 5,439,050

円事業費　計 65,326,883 円 70,548,076 円 68,316,709

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳



●評価　～ＣＨＥＣＫ～

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

今
後
の
方
向
性

　引き続きＩＣＴを活用して業務を遂行することにより，行政事務の効率化・簡素化を推進
していく。
　また，有料広告の新規掲載や町有地の売却については更なる周知を図り，自主財源の確保
に努めていく。

進
捗
状
況

現
状
分
析

　ＩＣＴを活用し，事務の効率化を図るとともに，そのセキュリ
ティについては自治体情報システム強靭性向上モデルに沿い，安定
した運用を継続して行っている。
　また，有料広告の掲載や町税等の収納率の向上を図ることによ
り，自主財源の確保に努めている。

順調

概ね順調

やや遅れている

遅れている


